
働く意欲と希望がありながら、さまざまな阻害要因を抱えていることで雇用・就労が実現できない者や、雇用・就労に関す
る意識が低い若年者などに対して、市をはじめとする地域の関係機関の協力・連携により、雇用・就労を支援し、ひとりひ
とりが意欲と能力に応じて、生き生きと働くことの出来る地域社会の実現をめざす。

より多くの就職困難者等の就労を実現するために、各種事業の周知を図るとともに、企業や他のサポート機関
との連携を強化するなど、多様な手法により効果的な事業展開を図る。また、女性の活躍推進が全国的に進め
られているなか、本市においても女性就労促進に向けた施策を実施していく。今後の

方向性

雇用の促進と安定を図る勤労者
元気創造都市

施
策
の
大
綱

環境経済部産業観光課

事業： 地域就労支援事業 1046

14

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第3章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

広域での取組みも含め、様々な手法で雇用・就労の向上に寄与している
事業である。A

多様な手法により就職困難者等の支援を図ることができたが、今後も、社
会状況に応じた就労支援ができるように、講座の見直しなどを行う必要が
あるため。

A
A

B

目

標

より多くの就職困難者等の就労の実現を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

6,179

1,527

0.60

0.00

309

942

0

276

一人あたり

世帯あたり 131

57

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

3,961

2,381

1,514

0

66

6,266

0.30

0.00

132

57

-2,434

-2,072

-572

0

210

-87

0.30

0.00

-1

0

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

B
A

B

人件費

公債費

内
訳

4,652

0

事業費（決算額） 1,527

2,305

0

3,961

2,347

0

-2,434 (千円)

 (千円)

 (千円)
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